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１．新公会計制度について

(1) これまでの経緯(1) これまでの経緯

近年、県民等への分かりやすい財政状況の開示等の観点や、自治
体の財政状況をより総合的かつ長期的に把握するために、企業会計
の手法を導入した公会計制度の導入が求められており、本県におい
ても、国の方針等を踏まえながら、必要な検討を進めてきました。

年 月 国の動向 本県の取組

H12． 3 貸借対照表の作成モデルを公表

H12．11 普通会計貸借対照表を公表

H17． ９
連結貸借対照表の作成モデル

（総務省方式）を公表（総務省方式）を公表

H18． 2

連結貸借対照表・

普通会計行政コスト計算書
を公表

「新地方公会計制度研究会報告書」
を公表

平成21年秋の公表を目途に 連結
H18． 5

・ 平成21年秋の公表を目途に、連結

ベースでの財務諸表を整備することを
要請

・ 基準モデル・総務省方式改訂モデルを
提案

H18． ８
「地方公共団体における行政改革の

更なる推進のための指針」を公表

H19．10

「新地方公会計制度実務研究会報告
書」を公表
・基準モデル・総務省方式改訂モデルの

作成要領を公表

H21．11
総務省方式改訂モデルによ
る財務諸表を公表

H22． 9
「今後の新地方公会計の推進に係る
研究会」が発足

(2) 新公会計制度の導入

国において検討が進められてきた「公会計制度改革」について、
定 結論が出され 新たな財務諸表 作成 デ が され とと一定の結論が出され、新たな財務諸表の作成モデルが示されるとと

もに、導入の時期について「平成２１年秋を目途」とされたことを
受け、本県においても、国が示した作成モデルに準拠した連結ベー
スでの財務諸表を整備することとしました。

－１－



ア 新公会計制度導入の意義

新たな公会計制度を導入する主な意義として、次のような項目
があげられます。

● 現金主義による会計処理の補完

・貸借対照表における「回収不能見込額」、「退職手当等引当金」など、
現金主義では見えにくいコストを明示することにより、資産・負債をよ
り正確に把握することができる。り正確に把握することができる。

・将来の住民負担に対する意識を高めることができる。

● 公社・第三セクター等との連結による、県財政全体の把握

・会計処理方式の異なる団体間で、統一したモデルによる財務諸表を整備
することにより 県財政全体の財政状況を見ることができるすることにより、県財政全体の財政状況を見ることができる。

● コスト分析と政策評価への活用

・行政コスト計算書を作成することにより、県行政の運営にかかるコスト
を多角的に分析することができる。

● 資産・債務改革への対応

・今後、段階的に時価評価に基づく資産台帳を整備することにより、県が
保有する資産を正確に把握し、有効活用することができる。

イ 岡山県の取組

① 採用モデル 総務省方式改訂モデル

国から「基準モデル」及び「総務省方式改訂モデル」が示さ準 デ 」及 総務 方式改 デ 」
れ、各自治体の事情に応じて対応することとされたため、本県
では、全国的な比較可能性や、一昨年度まで採用していた「旧
総務省方式」との連続性、新たなモデルへの移行における作業
負荷などを特に考慮して、「総務省方式改訂モデル」を採用す
ることとしました。

なお、東京都のように、国が示したモデル以外の独自のモデなお、東京都のように、国が示したモデル以外の独自のモデ
ルを導入して、公会計制度改革を進めている自治体もあります。

－２－



基準モデル 総務省方式改訂モデル

＜「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」との主な相違点＞

固定資産の
算定方法

・現存する固定資産をすべ
てリストアップし、公正
価値により評価

・売却可能資産→ 時価評価
・その他→ 過去の建設事業費の

積上げにより算定し、段階的に
固定資産情報を整備する

固定資産の
範囲

・すべての固定資産を網羅
・当初は普通建設事業費の範囲と

し、段階的に拡張する

固定資産
台帳の整備

・開始貸借対照表作成時に
整備し、継続的に更新

・段階的整備を想定

作成時の
負荷

・当初は、固定資産の台帳
整備等に負荷あり

・継続作成時には負荷は減

・当初は、売却可能資産の洗い出
しと評価など、旧総務省方式採
用団体であれば、負荷は比較的
軽微負荷 ・継続作成時には負荷は減

少
軽微

・継続作成時には、段階的整備に
伴う負荷あり

財務書類の
検証可能性

・財務書類の数値から元帳、
伝票に遡って検証可能

・台帳の段階的整備などにより、
検証可能性を高めることができ
る

作成・
公表時期

・出納整理期間後、早期の
作成、開示が可能

・出納整理期間後、決算統計と並
行して作成、開示

② 作成書類 財務書類４表

普通会計及び公営企業会計については普通会計・公営企業会普通会計及び公営企業会計については普通会計 公営企業会
計決算数値、連結対象団体については、各団体が作成している
法定決算書類などを基に、普通会計ベース及び連結ベースの財
務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算
書、資金収支計算書）を作成しました。

・次世代に引継ぐ資産は？
貸借対照表

次世代に引継ぐ資産は？
・将来職員が退職する場合の負担は？

貸借対照表

行政ｺｽﾄ計算書

純資産変動計算書

・経常的な行政サービスにかかったコストは？
・受益者負担でどれほどコストが賄われたか？

・資産がどのように変動したのか？
資産はど ような財源 形成された か？

純資産変動計算書

資金収支計算書

・資産はどのような財源で形成されたのか？

・経常的経費や投資的経費の財源は？
・年間での資金の変動は？
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③ 連結対象 ９事業・３６団体

普通会計への連結の範囲は、地方公営企業会計（９事業）、一
部事務組合（１団体）、地方独立行政法人（２団体）、地方三公
社（２団体）、一定の要件（県からの出資比率が２５%以上等）
を満たす第三セクター（３１団体）となっています。

なお、連結に当たって、普通会計と各事業・団体間の未収・未
払金、出資金、貸付金などの内部取引は、相殺消去しています。

連結対象事業・団体一覧

地方公営
企業会計

・電気事業会計
・工業用水道事業会計
・港湾整備事業
・市場事業

・宅地造成事業（その他）
・下水道事業

（流域下水道事業）
・下水道事業企業会計 ・市場事業

・と畜事業
・宅地造成事業（臨海土地造成）

・下水道事業
（特定環境保全公共下水道

事業）

一部
事務組合

・広域水道企業団

地方独立
岡山県立大学 岡山県精神科医療センタ

地方独立
行政法人

・岡山県立大学 ・岡山県精神科医療センター

地方
三公社

・岡山県土地開発公社 ・岡山県住宅供給公社

・健康の森学園 ・吉井川水源地域対策基金

第三

健康の森学園
・岡山県体育協会
・岡山県林業振興基金
・中国四国酪農大学校
・岡山県暴力追放運動推進セン

ター
・岡山県畜産公社
・岡山県農林漁業担い手育成財

吉井川水源地域対策基金
・岡山県漁業信用基金協会
・児島湖流域水質保全基金
・岡山県生活衛生営業指導セ

ンター
・水島港国際物流センター
・オービス
・岡山県福祉事業団

第三
セクター

団
・岡山県水産振興協会
・岡山県国際交流協会
・岡山県郷土文化財団
・岡山県動物愛護財団
・岡山県農地開発公社
・倉敷スポーツ公園
・岡山県下水道公社

・岡山シンフォニーホール
・吉備高原都市サービス
・岡山県食肉センター
・岡山空港ターミナル
・井原鉄道
・岡山県健康づくり財団
・吉備高原学園
・岡山県環境保全事業団・岡山県下水道公社

・児島湖浄化センター周辺対
策基金

・岡山県環境保全事業団
・岡山県産業振興財団
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２．財務諸表の概要（連結ベース）

(1) 貸借対照表(1) 貸借対照表

● 資産は、４兆３，１１４億円
（対前年度比で５，９５７億円、１６.０％の増）

※資産が16.0％増となっているのは、今年度から、県債の償還時に地方交付税の算定
基礎に含まれることとなる額（約6,249億円）を資産計上したことによるものであり､
この額を除いた資産額は36,865億円（対前年度比で▲292億円、0.8％の減）となりま
す

県民の生活基盤である公共施設や道路など、「公共資産」のうち
「有形固定資産」が、３兆２，９５８億円と、その大部分を占めて
います。

また、「売却可能資産」は５７億円であり、今後、売却等の有効
活用を目指してまいります

す。

活用を目指してまいります。

● 負債は、１兆７，０８３億円
（対前年度比で２４３億円、１.４％の増）

普通会計 公営企業にかかる地方債が１兆２ ７５２億円と そ普通会計・公営企業にかかる地方債が１兆２，７５２億円と、そ
の大部分を占めています。

なお、地方債については、翌々年度以降に償還するものは「固定
負債」に、翌年度中に償還するものは「流動負債」に分類されます。

資産の構成比 負債の構成比

77 6%

20.4%
2.0%

資産の構成比

公共資産 投資等 流動資産

8.3%

負債の構成比

固定負債 流動負債

77.6% 91.7%

● 純資産は ２兆６ ０３１億円

－５－
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＜各会計・団体ごとの内訳＞

普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人 D

（単位：億円）

A B C 行政法人 D

公共資産 30,556 1,773 732 185

投資等 8,829 162 0 5

流動資産 153 406 11 34

39,538 2,341 743 225

固定負債 14,393 845 195 93

流動負債 1,214 103 12 11

資  産

流動負債 1,214 103 12 11

15,606 949 207 104

23,932 1,393 536 120

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計
（A～F）－G

公共資産 10 203 0 33,459

投資等 45 295 562 8,775

負  債

純  資  産

投資等 ,

流動資産 96 176 ▲ 4 880

151 674 425 43,247

固定負債 47 307 218 15,662

流動負債 85 57 61 1,421

133 364 280 17,083

19 309 278 26,031

資  産

負  債

純 資 産 19 309 278 26,031

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

純  資  産

(2) 行政コスト計算書

● 経常行政コストは、６，０７４億円
（対前年度比で２５億円、０.４％の増）

経費の種別で見ると、人件費等が最も大きな割合を占め、次いで
補助金等、物件費等、その他（支払利息等）となっています。

行政目的別で見ると、最も大きな割合を占めるのが「教育」であ
り、以下、「インフラ」、「福祉」と続いています。

コストの構成比 コストの構成比

39.0%25.7%
6.4%

コストの構成比

（経費種別）

人件費等

補助金等

物件費等

30.1%

15 8%12 6%

7.7%
19.8%

コストの構成比

（経費種別）

教育
インフラ
福祉
産業振興

－６－

28.9%
物件費等

その他
15.8%

14.0%
12.6%

産業振興
警察
その他



● 経常収益は、６０８億円
（対前年度比で４７億円、８.４％の増）
これを経常行政コストから除いた純経常行政コストは、５，４６７

億円億円

使用料・手数料や分担金・負担金など、コストに対する対価のみ
では行政コストを賄うことができません。

大部分の行政コストは、地方税や地方交付税などその他の収入に
より補われています。

＜各会計・団体ごとの内訳（経費種別）＞

普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

人件費等 2,300 15 1 37

（単位：億円）

人件費等 ,

物件費等 1,306 90 19 23

補助金等 1,769 6 1 0

その他(支払利息等) 281 36 5 2

5,657 147 26 61

162 129 20 66

5,495 18 6 ▲ 4

経常行政コスト

経常収益

純経常行政コスト

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計
（A～F）－G

人件費等 1 18 0 2,371

物件費等 0 129 6 1,561

補助金等 0 5 28 1,753

その他(支払利息等) 61 58 54 389

62 210 88 6 074経常行政コスト 62 210 88 6,074

56 210 34 608

6 0 54 5,467

経常収益

純経常行政コスト

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

経常行政コスト
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普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

＜各会計・団体ごとの内訳（行政目的別）＞
（単位：億円）

インフラ 787 94 0 0

教育 1,783 0 0 33

福祉 810 0 0 0

産業振興 675 34 0 0

警察 470 0 0 0

その他 1,132 19 26 28

5 657 147 26 61経常行政コスト 5,657 147 26 61

162 129 20 66

5,495 18 6 ▲ 4

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計
（A～F）－G

インフラ 62 32 14 962

教育 0 14 3 1,827

経常行政コスト

経常収益

純経常行政コスト

教育 ,

福祉 0 38 0 848

産業振興 0 74 18 765

警察 0 0 0 470

その他 0 52 54 1,204

62 210 88 6,074

56 210 34 608経常収益

経常行政コスト

6 0 54 5,467純経常行政コスト

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

(3) 純資産変動計算書

● 期末純資産残高は、２兆６，０３１億円● 期末純資産残高は、２兆６，０３１億円
（期首期末差額は６，３３５億円、３１．９％の増）

期末純資産残高のうち、普通会計にかかるものは１兆７,７１９
億円で、期首期末差額は６，２１３億円の増となっています。

このうち、公共資産等整備国県補助金等については１０８億円の
減となっていますが、これは、過去に整備した公共資産の資産減耗
が 公共資産整備に投入した国庫補助金等の額を上回 たことが主が、公共資産整備に投入した国庫補助金等の額を上回ったことが主
な要因です。

公共資産等整備一般財源等は、３９８億円の増となっています
が､これは、貸付金・出資金等への財源投入や、地方債の償還に
伴って、保有資産の財源構成が「負債」から「一般財源」に振り替
わったことなどが要因です。

その他一般財源等は、５，９３８億円の増となっていますが、こ
れは、今年度から、県債の償還時に地方交付税の算定基礎に含まれ
ることとなる額（約６，２４９億円）を資産計上したことによるも
のです。

－８－



資産評価差額は、１５億円の減となっています。ここには、「売却
可能資産」の再評価による差額を計上しています。

普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人　D

17,719 1,327 539 118

6,213 66 ▲ 3 2

（単位：億円）

期首純資産残高

当年度増減

＜各会計・団体ごとの内訳＞

6,213 66 3 2

23,932 1,393 536 120

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計
（A～F）－G

37 298 341 19,696

▲ 18 11 ▲ 63 6,335

19 309 278 26,031

当年度増減

期末純資産残高

当年度増減

期末純資産残高

期首純資産残高

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

(4) 資金収支計算書

● 収入は８，２６２億円、支出は８，２６６億円であり、収支差
額は３億円のマイナス額は３億円のマイナス

収支の構成について見ると、経常的収支が、収入で７３．２％、
支出で５５．９％と、その多くを占めています。

また、それぞれの収支差額を見ると、
① 経常的収支は １，４２６億円のプラス
② 公共資産整備収支は ３１２億円のマイナス
③ 投資 財務的収支は 億 イナ③ 投資・財務的収支は １，１１８億円のマイナス

となっており、経常的収支差額によってその他の収支不足が賄われ
ているといえます。

収入の構成 支出の構成

73 2%

9.1%
17.8%

経常的収入 公共資産

整備収入

投資・財務

的収入

55 9%

31.3%

経常的支出 公共資産

整備支出

投資・財務

的支出

73.2% 55.9%
12.8%

－９－



普通会計
A

公営企業会計
B

一部事務組合
C

地方独立
行政法人 D

（単位：億円）

＜各会計・団体ごとの内訳＞

政 人

経常的収支額 1,295 47 11 9

公共資産整備収支額 ▲ 265 4 ▲ 2 1

投資・財務的収支額 ▲ 1,007 ▲ 69 ▲ 11 ▲ 8

23 ▲ 18 ▲ 2 2

55 123 11 28

78 105 9 30

期首資金残高

期末資金残高

当年度資金増減額

地方三公社
E

第三セクター
F

相殺消去
G

連結純計
（A～F）－G

経常的収支額 46 27 8 1,426

公共資産整備収支額 ▲ 24 ▲ 17 9 ▲ 312

投資・財務的収支額 ▲ 31 ▲ 6 ▲ 13 ▲ 1,118

当年度資金増減額 ▲ 9 5 3 ▲ 3

19 77 0 314期首資金残高 19 77 0 314

10 82 3 311

期首資金残高

期末資金残高

※ 各項目ごとに四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

(5) 財務諸表の相関関係

今回作成した財務書類４表の相関関係を表すと 次のようになりま今回作成した財務書類４表の相関関係を表すと、次のようになりま
す。

貸借対照表

資産 負債

・・・ ・・・

行政コスト計算書

経常行政コスト 6,074億円
－

経常収益 608億円
・・・
・・・

資金 362億円
（うち普通会計の

基金を除く） 311億円
・・・

負債合計 17,083億円

純資産

純資産合計 26,031億円

経常収益 608億円
＝

純経常行政コスト 5,467億円

資産合計 43,114億円
,

資金収支計算書

当年度資金増減額 ▲ 3億円
＋

期首資金残高 314億円

純資産変動計算書

期首純資産残高 19,696億円
＋

純経常行政コスト ▲5,467億円
＝

期末資金残高 311億円
＋

その他純資産増減 11,802億円
＝

期末純資産残高 26,031億円
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３．財務諸表を用いた各種分析

県の財政状況について 県民のみなさまにより深くご理解をいただ

(1) 普通会計財務諸表を用いた分析

県の財政状況について、県民のみなさまにより深くご理解をいただ
き、また、県においても、今回作成した財務諸表を今後の行財政運営
に有効に活用するため、次のとおり各種分析を行いました。

● 社会資本形成の世代間負担比率

貸借対 表 す 社会資本 成 結 を表す「 資産 対貸借対照表で示す、社会資本形成の結果を表す「公共資産」に対
する「純資産」及び「地方債」の割合から、これまでの世代と将来
世代の負担割合を見ることができます。

金額（百万円） 構成比

3 055 620 100 0%公共資産合計

20年度
21年度

3,055,620 100.0%

2,393,190 78.3% 57.4%

1,290,474 42.2% 40.8%

公共資産合計

純資産合計

地方債残高

※ 地方債残高には、「未払金のうち物件の購入等に係るもの」を含む。

● 歳入額対資産比率

資金収支計算書で示す「歳入総額」に対する、貸借対照表で示す
「資産」の比率から、すでに形成されたストックである資産は、何
年分の歳入が充当されたかを見ることができます。

（単位：百万円）

21年度 20年度

754,586 721,951

3,953,826 3,305,812

歳入総額 Ａ

資産総額 Ｂ

5.2 4.6

※ 歳入総額には、「期首歳計現金残高」を含む。

Ｂ÷Ａ
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● 有形固定資産の行政目的別割合

貸借対照表で示す「有形固定資産」の行政目的別割合から、行政
分野ごとの公共資産形成の比重を見ることができます。

金額（百万円） 構成比

2,298,466 75.4% 75.1%

207,627 6.8% 6.8%

15,885 0.5% 0.5%

２０年度
２１年度

生活インフラ・国土保全

教育

福祉

12,388 0.4% 0.4%

387,629 12.7% 13.0%

67,768 2.2% 2.3%

60,128 2.0% 1.8%

3,049,889 100.0% 100.0%

総務

合　　計

環境衛生

産業振興

警察

6.8%

0.5%
0.4%

12.7%

2.2% 2.0%
生活インフラ・国土保全

教育

福祉

環境衛生75.4% 環境衛生

産業振興

警察

総務

益者負担 率● 受益者負担比率

「行政コスト計算書」に示す「経常収益」の割合から、行政コス
トに対する受益者負担比率を見ることができます。

（単位：百万円）

２１年度 ２０年度２１年度 ２０年度

565,682 566,547

16,181 16,921

2.9% 3.0%

経常行政コスト Ａ

経常収益 Ｂ

Ｂ÷Ａ
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● 行政コスト対公共資産比率

「行政コスト計算書」に示す行政コストの公共資産に対する割合か
ら、資産を活用するためのコストなど、資産の効率性を見ることがで
きます。

（単位：百万円）

２１年度 ２０年度

3,055,620 3,085,147公共資産 Ａ

565,682 566,547

18.5% 18.4%

経常行政コスト Ｂ

Ｂ÷Ａ

● 資産老朽化比率

貸借対照表で示す「有形固定資産」のうち 土地以外の償却資産に貸借対照表で示す「有形固定資産」のうち、土地以外の償却資産に
ついて、取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算することによ
り、償却資産がどの程度老朽化しているかを見ることができます。

償却資産合計
（百万円）

減価償却累計額
（百万円）

老朽化比率
２０年度

２１年度

（百万円） （百万円）

2,521,062 909,218 36.1% 34.5%

265,262 91,334 34.4% 33.0%

27,449 21,354 77.8% 76.0%

生活インフラ
・国土保全

教育

福祉

27,971 17,966 64.2% 61.4%

953,481 617,244 64.7% 62.6%

130,432 80,823 62.0% 58.8%

環境衛生

産業振興

警察

108,555 56,926 52.4% 52.8%

4,034,212 1,794,865 44.5% 42.8%

総務

合　　計

この結果から 福祉関係の償却資産で 老朽化がより進んでいるこの結果から、福祉関係の償却資産で、老朽化がより進んでいる
ことがうかがえます。
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● 行政コスト対税収等比率

「行政コスト計算書」に示す純経常行政コストに対する一般財源
等の比率から、どれだけが当年度の負担で賄われたかを見ることが
できます。

（単位：百万円）

２１年度 ２０年度

546,489 516,388一般財源等 Ａ

549,501 549,625

100.6% 106.4%

純経常行政コスト Ｂ

Ｂ÷Ａ

この比率が１００％を超えている場合、過去からの資産の蓄積がこの比率が１００％を超えている場合、過去からの資産の蓄積が
取り崩されたか、翌年度以降に引き継ぐ負債が増加したということ
になりますが、２１年度は２０年度に比べて、この比率が５.８ポイ

ント低下していることから、依然として厳しい財政状況にありなが
らも、改善の傾向が表れているといえます。

● 地方債の償還可能年数

資金収支計算書に示す「経常的収支」で、当年度末時点での地方
債残高を除することにより、経常的に確保できる資金で返済した場
合に、何年で返済できるかを見ることができます。

（単位：百万円）（単位：百万円）

２１年度 ２０年度

129,515 109,103

1,290,474 1,258,556

10 0 11 5

経常的収支額 Ａ

地方債残高 Ｂ

Ｂ÷Ａ 10.0 11.5Ｂ÷Ａ
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(2) 連結財務諸表を用いた分析

● 連単倍率

普通会計に対して、連結後の数値が何倍の規模になっているかを
算出することにより、普通会計以外の資産、負債等の規模を見るこ
とができます。

（単位：百万円）

２０年度
２１年度

普通会計 連結純計 連単倍率

3,953,826 4,311,367 1.09 1.13

うち流動資産 15,283 87,967 5.76 9.45

1,560,636 1,708,292 1.09 1.10

２０年度

資 産 合 計

負 債 合 計

うち流動負債 121,370 142,065 1.17 1.17

2,393,190 2,603,075 1.09 1.15純 資 産 合 計

本県では、流動資産の連単倍率が５．７６と、非常に高くなって
います。これは、普通会計において当年度内に現金化することがで
きる、いわゆる「手持ち現金」が相対的に少ないことを示していま
す。
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＜ 資料 ＞
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 2,428,948,608 ①普通会計地方債 1,194,558,866

②教育 218,930,286 ②公営事業地方債 80,684,549

③福祉 17,215,154  地方公共団体計 1,275,243,415

④環境衛生 65,389,691 (2) 関係団体

⑤産業振興 437,448,121 ①一部事務組合・広域連合地方債 19,140,453

⑥警察 67,767,653 ②地方三公社長期借入金 4,431,608

⑦総務 60,130,315 ③第三セクター等長期借入金 21,131,891

⑧収益事業 0  関係団体計 44,703,952

⑨その他 0 (3) 長期未払金 11,988,177

有形固定資産計 3,295,829,828 (4) 引当金 230,584,625

(2) 無形固定資産 44,360,194 （うち退職手当等引当金） 223,981,714

(3) 売却可能資産 5,730,649 （うちその他の引当金） 6,602,911

公共資産合計 3,345,920,671 (5) その他 3,706,787

固定負債合計 1,566,226,956

２　投資等

(1) 投資及び出資金 93,581,435 ２　流動負債

(2) 貸付金 17,759,502 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 130,888,272 ①地方公共団体 93,536,991

(4) 長期延滞債権 7,191,165 ②関係団体 1,213,029

(5) その他 629,494,173  翌年度償還予定額計 94,750,020

(6) 回収不能見込額 △ 1,434,894 (2) 短期借入金 4,526,691

投資等合計 877,479,653 (3) 未払金 5,224,421

(4) 翌年度支払予定退職手当 23,843,753

(5) 賞与引当金 11,808,640

３　流動資産 (6) その他 1,911,841

(1) 資金 36,178,106 流動負債合計 142,065,366

(2) 未収金 5,613,662

(3) 販売用不動産 32,095,627 負　　債　　合　　計 1,708,292,322

(4) その他 14,758,437

(5) 回収不能見込額 △ 679,301

流動資産合計 87,966,531

４　繰延勘定 0

純　 資　 産　 合　 計 2,603,074,533

資　　産　　合　　計 4,311,366,855 負債及び純資産合計 4,311,366,855

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 17,212,315 千円

②債務保証又は損失補償 1,674,120,916 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）

③その他 16,766,187 千円

※３　有形固定資産のうち、土地は855,086,049千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は1,906,873,322千円です。

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち624,909,895千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

連結貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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